
１．平成17年９月期の業績（平成16年10月１日～平成17年９月30日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  1,096円97銭 

※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本

資料発表日現在における仮定を前提にしております。実際の業績は、今後の様々な要因によって異なる可能性があり

ます。 

平成17年９月期 個別財務諸表の概要 平成17年11月25日

上場会社名 オックス情報株式会社 上場取引所 
大阪証券取引所（ヘラク

レス市場） 

コード番号 2350 本社所在都道府県 東京都  

(URL http://www.ox-info.com) 

代  表  者 役職名 代表取締役  氏名 伊 藤 祥 司 

問合せ先責任者 役職名 

取締役総務部・経

理部・関連事業部

管掌  

氏名 石 井 康 雄 ＴＥＬ  （03）5847－7222 

決算取締役会開催日 平成17年11月25日 中間配当制度の有無 有 

配当支払開始予定日 － 定時株主総会開催日 平成17年12月20日 

単元株制度採用の有無 無   

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年９月期 887 △23.7 △567 － △586 －

16年９月期 1,162 62.5 451 97.9 389 88.2

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年９月期 △1,348 － △8,701 33 － － △27.2 △9.3 △66.1

16年９月期 269 56.9 1,969 13 1,935 05 11.0 12.6 33.5

（注）①期中平均株式数 17年９月期 154,971株 16年９月期 136,634株

②会計処理の方法の変更 無    

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。 

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 
１株当たり年間配当金 配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 

配当率  中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年９月期 －  －  －  － － － 

16年９月期 －  －  －  － － － 

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年９月期 7,935 6,186 77.9 33,930 52

16年９月期 4,639 3,715 80.1 25,748 75

（注）①期末発行済株式数 17年９月期 182,321株 16年９月期 144,284株

②期末自己株式数 17年９月期 4.4株 16年９月期 －株

２．平成18年９月期の業績予想（平成17年10月１日～平成18年９月30日）  

 売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

中間 期末  

  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

通 期 330  △20  200   ―  ―  ― 
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７．個別財務諸表等 
(1）貸借対照表 

    
前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金   853,746   2,818,703

２．受取手形    819   －

３．売掛金   700,381   146,284

４．有価証券    499,877   －

５．商品    6,950   27,147

６．製品   697   1,828

７．貯蔵品   39   56

８．前払費用   10,779   11,306

９. 繰延税金資産    18,886   －

10．関係会社短期貸付金   460,000   1,225,000

11．役職員貸付金   －   120,100

12. 未収入金    470,403   －

13．その他   2,687   68,016

流動資産合計   3,025,267 65.2   4,418,443 55.7

Ⅱ 固定資産      

１．有形固定資産      

(1) 建物 ※１  46,177 503,942  

減価償却累計額   14,490 31,687 32,350 471,592

(2) 工具、器具及び備品   13,680 17,858  

減価償却累計額   10,107 3,572 11,451 6,406

(3) 土地 ※１  21,857   640,230

有形固定資産合計   57,117 1.2   1,118,229 14.1

２．無形固定資産      

(1) ソフトウェア   616,092   300,986

(2) ソフトウェア仮勘定   70,349   －

(3) 著作権   27,358   27,358

(4) 商標権    114   1,508

(5) その他   663   663

無形固定資産合計   714,577 15.4   330,516 4.2
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前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産      

(1) 投資有価証券   167,893   905,671

(2) 関係会社株式   607,400   803,195

(3) 出資金   100   100

(4) 長期前払費用   113   1,997

(5) 敷金保証金   18,784   536

(6) 長期性預金   －   350,000

(7) 繰延税金資産   16,844   －

(8) その他   －   6,895

投資その他の資産合計   811,135 17.5   2,068,396 26.0

固定資産合計   1,582,830 34.1   3,517,143 44.3

Ⅲ 繰延資産           

１．社債発行費    31,556     －   

繰延資産合計    31,556 0.7   － － 

資産合計   4,639,654 100.0   7,935,586 100.0 

       

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．買掛金   62,632   57,884

２．短期借入金   104,800   25,000

３．１年以内返済予定長期
借入金 

 ※１ 32,467   94,002

４．未払金   31,811   60,464

５．未払費用   15,887   25,626

６．未払法人税等   143,801   184,382

７．未払消費税等   14,531   －

８．前受金   12,430   18,611

９．仮受金   －   402,651

10．預り金   1,643   2,414

11．賞与引当金   11,937   14,096

12. 返品調整引当金    7,152   18,317

流動負債合計   439,096 9.4   903,451 11.4

Ⅱ 固定負債      

１．新株予約権付社債    460,000   －

２．長期借入金 ※１  24,443   695,441

３．長期未払金    982   144,949

４．繰延税金負債   －   5,497

固定負債合計   485,425 10.5   845,887 10.6

負債合計   924,522 19.9   1,749,338 22.0
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前事業年度 

（平成16年９月30日） 
当事業年度 

（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 ※２ 1,670,000 36.0   3,607,516 45.5

Ⅱ 資本剰余金      

１．資本準備金   1,792,764 3,809,281  

資本剰余金合計   1,792,764 38.6   3,809,281 48.0

Ⅲ 利益剰余金      

１．特別償却準備金   － 10,091  

２．当期未処分利益又は当
期未処理損失（△） 

  252,357 △1,106,183  

利益剰余金合計   252,357 5.5   △1,096,092 △13.8

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  10 0.0   △133,946 △1.7

Ⅴ 自己株式 ※３ －   △510 △0.0

資本合計   3,715,132 80.1   6,186,247 78.0

負債資本合計   4,639,654 100.0   7,935,586 100.0 
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(2）損益計算書 

    
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高      

１．ソフトウェア売上高   987,707 675,252  

２．ロイヤリティ収入   9,393 9,320  

３．商品売上高   49,380 86,504  

４．その他売上高   116,355 1,162,836 100.0 116,661 887,737 100.0 

Ⅱ 売上原価      

１．ソフトウェア売上原価      

製品期首たな卸高   281 697  

当期製品仕入高   27,496 10,169  

当期製品製造原価   92,959 98,858  

ソフトウェア償却費   32,877 35,227  

合計   153,613 144,953  

製品期末たな卸高   697 1,828  

他勘定振替高 ※２ 160 152,756 328 142,795

２．商品売上原価      

商品期首たな卸高   － 6,950  

当期商品仕入高   33,822 121,010  

価格調整費    － △20,745  

合計   33,822 107,214  

商品期末たな卸高   6,950 27,147  

他勘定振替高 ※２ 952 25,919 30,079 49,987

３．その他売上原価      

当期その他製造原価   28,361 46,901  

ソフトウェア償却費   91,791 107,146  

合計   120,152 154,047  

他勘定振替高 ※２ 80 120,072 － 154,047

売上原価合計   298,748 25.7   346,830 39.1

売上総利益   864,088 74.3   540,906 60.9

返品調整引当金繰入額   7,152 0.6   11,164 1.2

差引売上総利益   856,935 73.7   529,742 59.7
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前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※3、4 405,703 34.9   1,097,728 123.7

営業利益又は営業損失
（△） 

  451,231 38.8   △567,986 △64.0

Ⅳ 営業外収益      

１．受取利息 ※１ 6,919 19,914  

２．経営指導料 ※１ 6,000 6,000  

３．受取事務手数料 ※１ 5,634 6,120  

４．受取家賃 ※１ － 17,709  

５．製作支援費 ※１ 6,763 630  

６．その他   1,774 27,090 2.3 11,904 62,278 7.0

Ⅴ 営業外費用      

１．支払利息   4,549 17,968  

２．新株発行費   27,137 24,994  

３．社債発行費償却    55,742 37,891  

４．その他   1,733 89,162 7.6 197 81,051 9.1

経常利益又は経常損失
（△） 

  389,160 33.5   △586,758 △66.1

Ⅵ 特別利益      

１．投資有価証券売却益   1,875 67,185  

２．退職給付引当金戻入益   2,848 －  

３．子会社株式売却益   － 11,182  

４．その他   414 5,137 0.4 － 78,367 8.8

Ⅶ 特別損失      

１．固定資産売却損   3 －  

２．固定資産除却損 ※５ 49 8,212  

３．ソフトウェア評価損   － 290,142  

４．子会社株式評価損    － 271,937  

５．その他    － 52 0.0 47,822 618,114 69.6

税引前当期純利益又は
税引前当期純損失（△) 

  394,245 33.9   △1,126,505 △126.9

法人税、住民税及び事
業税 

  160,931 180,711  

法人税等調整額   △35,737 125,193 10.8 41,232 221,944 25.0

当期純利益又は当期純
損失（△） 

  269,051 23.1   △1,348,450 △151.9

前期繰越利益又は前期
繰越損失（△） 

  △16,694   242,266

当期未処分利益又は当
期未処理損失（△） 

  252,357   △1,106,183
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    ソフトウェア製造原価明細書 

※１ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

その他売上原価明細書 

    
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 労務費   25,230 17.5 19,998 11.0

Ⅱ 外注費   72,226 50.1 103,581 57.1

Ⅲ 経費   46,711 32.4 57,898 31.9

当期総製造費用   144,168 100.0 181,478 100.0 

仕掛品期首たな卸高    4,907   －   

 合計    149,076   181,478   

他勘定振替高 ※１ 56,116 82,620 

当期製品製造原価   92,959 98,858 

       

  
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

原価計算の方法 
原価計算の方法は、個別原価計算に
よっております。 

同左 

  前事業年度 当事業年度 

ソフトウェア仮勘定（千円） 1,305 8,072

研究開発費（千円） 54,811 74,547

合計（千円） 56,116 82,620

    
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 労務費   17,627 17.3 25,519 21.7

Ⅱ 外注費   41,683 41.0 33,883 28.8

Ⅲ 経費   42,378 41.7 58,342 49.5

合計   101,688 100.0 117,744 100.0 

他勘定振替高 ※１ 73,327 70,843 

当期その他売上原価   28,361 46,901 
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※１ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。 

  
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

原価計算の方法 
原価計算の方法は、個別原価計算に
よっております。 

同左 

  前事業年度 当事業年度 

ソフトウェア仮勘定（千円） 73,160 46,918

研究開発費（千円） 167 23,925

合計（千円） 73,327 70,843
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(3）利益処分案及び損失処理案 

（注）特別償却準備金の積立は租税特別措置法の規定に基づくものであります。 

利益処分計算書 損失処理計算書 

    前事業年度 当事業年度  

    
 （株主総会承認日 

平成16年12月21日） 

（株主総会承認日 

平成17年12月20日）  

区分 
注記
番号

金額（千円）  区分 
注記 
番号 

金額（千円）  

Ⅰ 当期未処分利益     252,357 Ⅰ 当期未処理損失     1,106,183

Ⅱ 利益処分額       Ⅱ 損失処理額     

１．任意積立金        １．任意積立金      

(1)特別償却準備
金  

  10,091 10,091 
(1)特別償却準備
金取崩額 

  2,018 2,018

Ⅲ 次期繰越利益     242,266 Ⅲ 次期繰越損失     1,104,165
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

(2)その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1)商品 

総平均法による原価法 

(1)商品 

同左 

(2)製品 

総平均法による原価法 

(2)製品 

同左 

(3)貯蔵品 

最終仕入原価法 

(3)貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

建物 ３～50年

工具、器具及び備品 ４～８年

建物 ８～50年

工具、器具及び備品 ４～８年

(2)無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

見込販売数量に基づく償却額と３年

を限度とする残存有効期間に基づく均

等配分額とを比較し、いずれか大きい

額を償却する方法によっております。 

(2)無形固定資産 

市場販売目的のソフトウェア 

同左 

自社利用のソフトウェア 

社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。 

自社利用のソフトウェア 

同左 

 

- 10 -



項目 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

４．繰延資産の処理方法 (1)新株発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

(1)新株発行費 

同左 

(2)社債発行費 

商法の規定により３年間で均等償却

しております。 

（追加情報） 

 第２期（自平成12年10月１日至平成

13年９月30日）において、社債発行費

（営業外費用1,165千円）は支出時に

全額費用として処理しておりました

が、費用の期間配分をより適正にする

ため、社債の償還期間と商法の規定に

鑑み、当期より３年間の均等償却に変

更しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によっ

た場合と比べ、経常利益・税引前当期

純利益はそれぞれ31,556千円多く計上

されております。 

(2)社債発行費 

      同左 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2)退職給付引当金 

平成16年３月30日開催の取締役会に

おいて、退職金制度の廃止が決議され

た後、当社社員団体と協定し、平成16

年３月31日をもって退職金制度を廃止

致しました。これに伴い、制度廃止日

を基準日として賃金規程に基づく自己

都合による要支給額を支払い、支払い

後の残高を全額取崩しております。 

(2) 退職給付引当金 

       － 

 

(3) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額のうち当期

負担額を計上しております。 

(3) 賞与引当金 

同左 

 

(4) 返品調整引当金 

商品の返品に伴う損失に備えるた

め、返品の実績率により損失見込額を

計上しております。 

(4) 返品調整引当金 

同左 
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表示方法の変更 

追加情報  

項目 
前事業年度 

（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。 

消費税等の処理方法 

同左 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

（貸借対照表） 

 「未収入金」は、前事業年度まで、流動資産の「その

他」に含めて表示しておりましたが、当事業年度におい

て資産の総額の100分の１を超えたため区分掲記しまし

た。 

 なお、前事業年度の「未収入金」の金額は3,926千円で

あります。 

（貸借対照表） 

 「未収入金」は、前事業年度において、流動資産に区

分掲記しておりましたが、当事業年度において資産の総

額の100分の１以下となったため、流動資産の「その他」

に含めて表示しました。 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

― 投資事業有限責任組合への出資金について 

  「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年６

月９日 法律第97号）により、投資事業有限責任組合や

これらに類する組合への出資が有価証券とみなされたこ

とに伴い、当期末における投資事業組合への出資金

30,000千円を投資有価証券に含めて表示しております。
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年９月30日） 

当事業年度 
（平成17年９月30日） 

※１          － ※１ 担保資産及び担保付債務 

   

   

   

   

担保資産  

建物 402,103千円

土地 618,372千円

計 1,020,476千円

   

   

   

担保付債務  

１年内返済予定長期借入金 90,000千円

長期借入金 595,000千円

計 685,000千円

※２ 授権株式数及び発行済株式総数 ※２ 授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 300,132株 

発行済株式総数 普通株式 144,284株 

授権株式数 普通株式 300,132株 

発行済株式総数 普通株式 182,325.4株 

※３           － ※３ 自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式4.4株

であります。 

 ４ 偶発債務 

   債務保証 

次の関係会社について、金融機関からの借入及

びリース会社とのリース契約に対し債務保証を行

っております。 

保証先 
金額 

（千円） 
内容 

 サイタックス㈱ 83,200  借入債務 

 ㈱日本證券新聞社 65,000  借入債務 

 ㈱日本證券新聞社 135,161 リース契約 

合 計 283,361 － 

 ４ 偶発債務 

   債務保証 

次の関係会社について、金融機関からの借入及

びリース会社とのリース契約に対し債務保証を行

っております。 

保証先 
金額 

（千円） 
内容 

 サイタックス㈱ 49,600  借入債務 

 ㈱日本證券新聞社 35,000  借入債務 

 ㈱日本證券新聞社 134,564 リース契約 

 ㈱オックス・ブイ 136,298 リース契約 

合 計 355,462 － 

５           － 

  

５ 資本の欠損の額         1,096,603千円 

  

 ６ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は10千円で

あります。 

 ６          － 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※１ 関係会社との取引に係る主なものが次のとおり含

まれております。 

※１ 関係会社との取引に係る主なものが次のとおり含

まれております。 

関係会社よりの受取利息 6,874千円

関係会社よりの製作支援費 6,763千円

関係会社よりの経営指導料 6,000千円

関係会社よりの受取事務手数料 5,634千円

関係会社よりの受取利息 16,588千円

関係会社よりの製作支援費 630千円

関係会社よりの経営指導料 6,000千円

関係会社よりの受取事務手数料 6,120千円

関係会社よりの受取家賃 17,709千円

その他 4,109千円

※２ 他勘定振替高の内容は以下のとおりであります。 ※２ 他勘定振替高の内容は以下のとおりであります。 

   ソフトウェア売上原価    ソフトウェア売上原価 

販売費及び一般管理費へ振替 160千円

合計 160千円

販売費及び一般管理費へ振替 274千円

合計 274千円

   商品売上原価    商品売上原価 

販売費及び一般管理費へ振替 952千円

合計 952千円

販売費及び一般管理費へ振替 11,951千円

合計 11,951千円

   その他売上原価    その他売上原価 

販売費及び一般管理費へ振替 80千円

合計 80千円

販売費及び一般管理費へ振替 － 千円

合計 － 千円

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は49.0％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は51.0％

であります。主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

※３ 販売費に属する費用のおおよその割合は31.5％、

一般管理費に属する費用のおおよその割合は68.5％

であります。主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

広告宣伝費 19,010千円

役員報酬及び給与手当 152,249千円

賞与引当金繰入額 8,953千円

福利厚生費 17,002千円

支払手数料 68,941千円

地代家賃 18,421千円

研究開発費 54,998千円

減価償却費 8,333千円

広告宣伝費    70,184千円

役員報酬及び給与手当 167,941千円

賞与引当金繰入額 30,436千円

福利厚生費 22,982千円

支払手数料 381,629千円

地代家賃 11,287千円

研究開発費 215,472千円

減価償却費 27,511千円

※４ 研究開発費の総額 ※４ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 54,998千円 一般管理費に含まれる研究開発費 215,472千円

※５          － ※５ 固定資産除却損 

固定資産除却損の内容は以下のとおりでありま

す。 

   建物 2,234千円

工具器具備品 137千円

ソフトウェア 5,840千円

 合計 8,212千円
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① リース取引 

② 有価証券 

前事業年度（平成16年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成17年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具、器具及
び備品 

29,501 6,992 22,508

合計 29,501 6,992 22,508

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具、器具及
び備品 

283,651 19,108 264,542

合計 283,651 19,108 264,542

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 5,506千円

１年超 17,338千円

合計 22,844千円

１年内 55,080千円

１年超 210,728千円

合計 265,809千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 3,767千円

減価償却費相当額 3,696千円

支払利息相当額 285千円

支払リース料 16,271千円

減価償却費相当額 16,281千円

支払利息相当額 874千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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③ 税効果会計 

前事業年度 
（平成16年９月30日） 

当事業年度 
（平成17年９月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

減価償却超過額 22,910千円

未払事業税 14,433千円

その他 5,262千円

繰延税金資産合計 42,606千円

繰延税金負債  

特別償却準備金 6,868千円

その他 7千円

繰延税金負債合計 6,876千円

繰延税金資産の純額 35,730千円

繰延税金資産  

減価償却超過額 224,871千円

未払事業税 19,689千円

商品評価損否認額 27,216千円

子会社株式評価損 68,210千円

未払金・長期未払金 70,021千円

売上取消否認 84,199千円

株式売却益否認 163,033千円

その他 12,365千円

繰延税金資産小計 669,607千円

評価差額金 △669,607千円

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債  

特別償却準備金 5,495千円

その他 2千円

繰延税金負債合計      5,497千円

差引繰延税金負債 5,497千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 42.0％

（調整）  

交際費等永久に損金に計上されな
い項目 

0.5％

評価性引当額の増減 △6.0％

税額控除 △5.3％

その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 

31.7％

税引前当期純損失が計上されているため、記載し

ておりません。 
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（１株当たり情報） 

（注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１株当たり純資産額 25,748円75銭 

１株当たり当期純利益 1,969円13銭 

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益 

1,935円05銭 

１株当たり純資産額 33,930円52銭 

１株当たり当期純損失 8,701円33銭 

    

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。 

当社は、平成16年４月19日付で株式１株につき３株の

株式分割を行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額  8,887円89銭 

１株当たり当期純利益  1,437円11銭 

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 
 1,408円71銭 

  

  

    

    

    

  
前事業年度 

(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

当事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（千円） 269,051 △1,348,450 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 269,051 △1,348,450 

期中平均株式数（株） 136,634 154,970 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 2,406 183 

（うち新株予約権） (2,406) (183) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

― 平成16年２月９日発行新株予約

権（新株予約権の数10,200株）、

平成16年４月16日発行新株予約権

（新株予約権の数1,590株） 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．新株予約権の付与 

平成16年12月21日開催の第５期定時株主総会におけ

る決議を受け、当社グループ取締役、監査役および従

業員に対して、商法280条ノ21の規定による新株予約権

を付与しております。 

  
事業年度末 

(平成16年９月30日) 

提出日の前月末現在

(平成16年11月30日)

新株予約権の数

(個) 
－ － 

新株予約権の目的

となる株式の種類 
－ － 

新株予約権の目的

となる株式の数

(株) 

－ － 

新株予約権の行使

時の払込金額(円) 
－ － 

新株予約権の行使

期間 
－ － 

新株予約権の行使

により株式を発行

する場合の株式の

発行価額及び資本

組入額 

－ － 

新株予約権の行使

の条件 
－ － 

新株予約権の譲渡

に関する事項 
－ － 

１．持分法適用の関連会社の子会社化  

 平成17年10月24日開催の取締役会において、持分法

適用の関連会社である株式会社エスビーエルの株式を

取得し、子会社化することを決議いたしました。 

(1) 株式取得の理由 

  これまで、株式会社エスビーエルは、同社単体で

中小零細企業を対象としたビジネスローン事業を計

画し、本年８月17日付けで貸金業免許の登録をいた

しました。その後、同社の前代表取締役社長落合伸

治が本年12月20日付けで当社の代表取締役社長に就

任することが内定し、今後の当社のグループ戦略を

再構築することといたしました。その一環として、

当社が同社の株式を取得し、完全子会社とすること

が適切であると判断いたしました。 

(2) 異動する子会社の概要 

 ① 商号      株式会社エスビーエル 

 ② 代表者     長倉 統己 

 ③ 所在地     東京都中央区日本橋小網町13  

番７号 

 ④ 設立年月日   平成17年３月22日 

 ⑤ 主な事業の内容 金融関連業界の市場動向調

査、中小零細企業市場の調査

分析および事業計画の策定 

 ⑥ 決算期     ８月末 

 ⑦ 従業員数    １名 

 ⑧ 主な事業所   本店 

 ⑨ 資本の額    50百万円 

 ⑩ 発行済株式総数 1,000株 

 ⑪ 大株主構成および所有割合 

 ⑫ 最近事業年度における業績の動向 

(3) 株式の取得先 

 ① 商号     オレガ株式会社 

 ② 代表者    長倉 統己 

 ③ 本店所在地  東京都中央区日本橋小網町13番

７号 

 ④ 主な事業内容 中小企業向融資・ファイナンス

コンサルティング業務 

オレガ株式会社 60.0％ 

オックス情報株式会社 40.0％ 

  平成17年８月期 

 売上高 0百万円 

 営業利益 △14百万円 

 経常利益 △14百万円 

 当期純利益 △14百万円 

 総資産 37百万円 

 株主資本 35百万円 

 １株当たり配当金 0円00銭 
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前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

   ⑤ 当社との関係 株式会社エスビーエルの共同出

資者 

  (4) 取得株式数、取得金額および取得前後の所有株式

数の状況 

(5) 日程 

  平成17年10月24日  取締役会決議 

  平成17年10月31日  株券引渡し期日 

(6) 今後の見通し 

  しかるべき時期にグループ戦略の発表と合わせて

お知らせする予定です。 

① 異動前の所有

株式数 
400株 (所有割合  40.0％) 

② 取得株式数 600株 (取得金額 24百万円) 

③ 異動後の所有

株式数 
1,000株 (所有割合  100.0％) 

２．子会社の設立 

当社は、平成16年11月16日開催の当社取締役会にお

いて、下記の会社を当社のほか１社との共同出資によ

り設立することを決議し、基本合意書を交わした。 

(1) 設立する会社の概況 

① 商号    ＯＸ Ｒａｔｉｎｇ ＬＬＣ 

② 資本金   ＵＳ＄750,000 

③ 事業の内容 米国における当社ソフトウェアの

販売および当社企業財務格付情報

の販売 

(2) 出資比率 

(3) 設立の目的 

同社は米国において日米上場企業財務格付情報、

並びに当社の信用リスク管理ソフトウェアを本格的

に販売し、米国市場における信用リスク管理に対す

る需要に応えていくことを目的としております。 

当社 86.7％ 

Horiko Capital Management LLC 13.3％ 

 ２．会社分割 

 平成17年9月26日開催の取締役会において当社の情報

サービス事業の一部を会社分割する決議に基づき、平

成17年11月1日にオックス情報販売株式会社を設立登記

いたしました。 

(1) 会社分割の目的 

  情報サービス業におけるコンピュータの利用環境

が年々激変していることに鑑み、システムの提供者

側もユーザーニーズを先取りしながら情報サービス

事業の効率性を追及していく必要があります。その

ために、意思決定の迅速化、成果主義の導入などを

目的として会社分割を行い、当該事業部門を当社グ

ループにおける高収益中核事業へと成長させること

を目指します。 

(2) 会社分割の要旨  

① 分割の日程 

 分割計画書承認取締役会  平成17年９月26日 

分割期日         平成17年11月１日 

分割登記         平成17年11月１日 

② 分割方式 

１．分割方式 

当社を分割会社とし、新設するオックス情報

販売株式会社を承継会社とする簡易新設分割

（分社型）といたします。なお、当社は、商法

第374条の６第１項の規定により、株主総会の承

認を得ずに、本会社分割を行います。 

２．当分割方式を採用した理由 

国内における情報サービス事業の運営に当た

り、事業の経営効率の更なる向上、追及等のた

めには、経営資源の効率的かつ効果的な活用の

図れる分社型新設分割の方式によることが適切

と判断いたしました。 
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前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  ③ 株式の割当 

分割により設立するオックス情報販売株式会社が

分割に際して発行する株式（1,000株）のすべてが

当社に割り当てられます。 

④ 分割交付金 

分割交付金の支払いはありません。 

  ⑤ 新設分割にて設立する会社が承継する権利義務 

オックス情報販売株式会社は、分割会社の情報サ

ービス部門において業務遂行上必要と判断される資

産および同部門において顧客との間で締結している

アラーム管理システムに関する使用権許諾契約及び

保守契約上の権利・義務等を継承いたします。 

⑥ 債務履行の見込み 

本会社分割後の分割会社（当社）および新設会社

（オックス情報販売株式会社）が負担すべき債務に

つきましては、履行期における履行の見込みがある

ものと判断いたしました。 

⑦ 新設分割会社に就任する役員 

(3) 分割当事者の概要（平成17年９月30日現在）  

・代表取締役社長 落合 伸治 

・取  締  役 田中 威明 

・取  締  役 塙  大輔 

・取  締  役 小川 泰史 

・監  査  役 永井 健二 

① 商号 

オックス情報株式会社 

（分割会社） 

〔平成17年９月30日〕 

オックス情報販売株式

会社 

（新設会社） 

〔平成17年11月１日見

込み〕 

② 事業内容 

財務分析ソフトウェ

アの販売、財務格付

情報のデータ配信、

企業信用リスク管理

システムの開発・販

売・保守サービスの

展開 

財務分析ソフトウェ

アの販売、財務格付

情報の提携販売、新

規システムの販売、

保守サービス契約の

代行 

③ 設立年月日 平成11年10月１日 平成17年11月１日  

④ 本店所在地
東京都中央区日本橋

小網町13番７号 

東京都中央区日本橋

小網町13番７号 

⑤ 代表者 
代表取締役社長 

篠原 猛  

代表取締役社長 

落合伸治 

⑥ 資本金 3,607,516千円 50,000千円 

⑦ 発行済株式

数 

154,970株 

（期中平均） 
1,000株 

⑧ 株主資本 6,186,247千円 50,000千円 

⑨ 総資産 7,935,586千円 110,453千円 

⑩ 決算期 ９月30日 ９月30日 

⑪ 従業員数 33人 ７人 

⑫ 主要取引先

・日立ハイテクノロジ

ーズ㈱ 

・オービック㈱ 

・ダイアモンド・コン

ピュータ・サービス

㈱  
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前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  

⑬ 大株主及び

持ち株比率

（平成17年

３月31日現

在） 

伊藤祥司  

21.12％大阪証券金

融株式会社10.31％ 

篠原 猛  

 6.95％ 

畑崎美代子 

 1.09％ 

藤原 優  

 0.84％ 

オックス情報株式会

社100％ 

⑭ 主要取引銀

行 

三井住友銀行/本店

営業部  

みずほ銀行/有楽町

支店  

  

(4) 分割する事業部門の内容 

① 事業の概況 

・信用格付ソフトウェア（アラーム管理）の開発・

製造・販売 

・企業格付ソフトウェア（ＯＸＰｅｎ：上場企業の

み）の提供、その他 

② 分割する事業部門の平成17年３月31日現在におけ

る経営成績 

・半期売上高 ＝ 518,732千円 

③ 分割する資産、負債の項目（平成17年９月30日現

在での試算） 

・分割する資産項目 ＝ 現預金50,000千円 

           売掛金60,453千円 

・分割する負債項目はありません。 

(5) 分割後の当社の状況 

① 商号       オックス情報株式会社 

② 事業の内容    ・財務格付ソフトウェアの開

発・製造・販売 

・信用格付情報の製作及び配

信 

③ 本店所在地    東京都中央区日本橋小網町13

番７号 

④ 代表者      伊藤 祥司 

⑤ 資本金      3,607,516千円 

⑥ 総資産      7,855,738千円 

 （注)平成17年11月1日予定数値

⑦ 決算期      ９月30日 

⑮ 当事会社の

関係 
資本関係 

オックス情報販売株式会社はオ

ックス情報株式会社の100％子会

社  

  人的関係 

オックス情報株式会社はオック

ス情報販売株式会社に取締役お

よび監査役を派遣し、従業員を

出向させる。 

  取引関係 

オックス情報株式会社はオック

ス情報販売株式会社に販売用ソ

フトウェアと信用格付情報のデ

ータ等を提供する。 
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前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  ⑧ 業績に与える影響 本会社分割は、分割期日が

平成17年11月１日であるた

め、同年９月期の当社業績

および当社連結業績には影

響ありません。来期以降に

つきましては、当社はオッ

クス情報販売株式会社にソ

フトウェアおよび情報の卸

売販売を行うため、当社業

績に軽微な影響はあるもの

の、当社連結業績に対する

影響はございません。 

３．第三者割当増資による新株発行 

当社は、平成16年11月16日開催の当社取締役会にお

いて承認された、第三者割当による新株発行を行っ

た。 

新株発行要領は以下の通りである。 

リーマン・ブラザーズ コマーシャル コーポ

レーション アジア リミテッド 

2,493株 

(10)新株発行による発行済株式総数の推移 

(1) 発行株式数 普通株式 2,493株 

(2) 発行価額 １株につき 金200,560円 

(3) 発行価額の総額 金499,996,080円 

(4) 資本組入額 １株につき 金100,280円 

(5) 資本組入額の総額 金249,998,040円 

(6) 申込期日 平成16年12月２日 

(7) 払込期日 平成16年12月２日 

(8) 配当起算日 平成16年10月１日 

(9) 割当先及び株式数    

①増資前発行済株式総数 144,284株 

②増資による発行株式数 2,493株 

③増資後発行済株式総数 146,777株 

３．純粋持ち株会社体制への移行 

 平成17年11月11日開催の取締役会において、グルー

プ経営の強化とスピード経営の実現および事業再編の

機動性の確保を目的として平成18年2月1日をもちまし

て純粋持株会社体制へ移行する方針を決定いたしまし

た。 

(1) 純粋持株会社体制への移行理由 

当社は、平成18年２月１日付をもちまして、純粋

持ち株会社体制へと移行してまいります。また、商

号を「オックスホールディングス株式会社」に変更

した上で、グループの純粋持株会社として引き続き

上場してまいります。 

 今後は、当社グループは、純粋持株会社体制のも

と、グループ経営の強化および各事業会社の自己責

任経営とスピード経営を実現し、事業再編の機動性

の確保を図りグループ企業価値の最大化を目指して

まいります。 

(2) 純粋持株会社移行および商号変更日 

平成18年２月１日 

(3) 新商号（英文表記） 

オックスホールディングス株式会社 

（ＯＸＨoldings Ｃo., Ｌtd.） 

(4) 純粋持株会社体制移行後の事業会社等の体制 

（事業会社） 

オックス情報販売株式会社 

国内外企業の財務・信用に関する格付および格

付情報の販売、コンピューターソフトウェアの

販売・保守等 

オックス情報開発株式会社 

コンピュータソフトウェアの開発・保守、シス

テムインテグレーション事業の受託開発等（予

定） 

株式会社ニューテクノロジー 

業務の電算化のためのコンサルティング・企

画・立案・プログラムの設計制作 
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前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  サイタックス株式会社 

コンピュータソフトウェア・ハードウェアの研

究開発および輸出入等 

株式会社エスビーエル 

金融業 

株式会社クレッシェンド 

投資顧問業 

株式会社日本證券新聞社 

日刊紙の発行、書籍の制作発刊、インターネッ

トによる情報提供事業等 

株式会社オックス・ブイ 

有価証券の売買および保有、投資顧問業等 

オックス北京中貿ソフト有限会社 

中国におけるソフトウェアおよび関連商品の開

発・輸入・自社製品、関連コンサルティングサ

ービスおよびアフターサービス 

４．円建転換社債型新株予約権付社債の発行 

平成16年11月16日開催の当社取締役会において承認

された、平成21年満期円建転換社債型新株予約権付社

債の発行を行った。 

社債発行要領は以下の通りである。 

(4) 払込期日および発行日 

平成16年12月２日 

(5) 償還期限   平成21年12月２日に社債額面金額

の100％で償還 

(6) 利率     本社債には利息を付さない 

(7) 本新株予約権の目的となる株式の種類および数 

① 種類    当社普通株式 

② 数     本新株予約権の行使により当社が

当社普通株式を新たに発行又はこ

れに代えて当社の有する当社普通

株式を移転（以下、当社普通株式

の発行又は移転を当社普通株式の

「交付」と総称する。）する数

は、行使請求に係る本社債の発行

価額の総額を下記(9)③記載の転

換価額で除した数とする。但し、

行使により生じる１株の100分の

１未満の端数は切り捨て、原則と

して現金による調整は行わない。

また、新株予約権の行使により１

株の100分の１の整数倍の端株が

発生する場合、商法の定める端株

の買取請求権が行使されたものと

して現金により精算する。 

(1) 発行総額 2,000百万円 

(2) 発行価額 社債額面金額の100％ 

  (社債額面金額20,000,000円) 

(3) 発行価格 (募集価格) 

  社債額面金額の100％ 

４．中国商務部経済研究院との合作会社設立と出資完了 

平成17年5月27日開催の取締役会において決議された

「北京合弁会社設立」につき、平成17年10月9日に中国

商務部経済研究院との合作会社設立が認可され、平成

17年11月10日に出資が完了いたしました。 

(1) 合作会社の名称  北京中貿奥斯軟件有限公司 

(2) 設立年月日    平成17年10月９日 

 (3) 所在地      中国北京市東城区安定門外東

後巷28号４号楼208室 

(4) 董事長      伊藤 祥司（当社代表取締

役） 

(5) 決算期      12月31日 

(6) 資本金      500万人民元（72,650千円） 

(7) 従業員      15名（予定） 

(8) 事業内容     ソフトウェア及びその関連商

品の開発、輸入、自社製品販

売、関連コンサルティングサ

ービスおよびアフタサービス

ならびに上述の経営項目に関

連する付随業務 

(9) 当社の出資額   500万人民元（72,650千円） 

(10)当社出資年月日  平成17年11月10日 

(11)合作条件     中国商務部研究院は、その保

有する情報調査のルート、デ

ータベース、人員および市場

を合作条件として提供する。 

(12)当社業績への影響 合作会社は当社の子会社とな

りますが、当社の連結業績へ

の影響につきましては策定中

であります。 
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前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

(8) 本新株予約権の総数   100個 

(9) 本新株予約権の行使に際して払い込むべき金額 

① 本社債の発行価額と同額とする。 

② 本新株予約権の行使に際して払込をなすべき1

株あたりの金額（以下、「転換価額」とい

う。）は、当初、218,000円とする。 

なお、商法第341条ノ３第１項第７号および第

８号により、本新株予約権付社債の社債権者が

本新株予約権を行使したときは、本社債の全額

の償還に代えて当該本新株予約権の行使に際し

て払込をなすべき額の全額の払込があったもの

とみなす。 

  

③ 転換価額は、本新株予約権付社債の発行後、

当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分

価額をもって当社普通株式を新たに発行又は当

社の有する当社普通株式を処分する場合には、

次に定める算式をもって転換価額を調整する。

なお、次の算式において、「既発行株式数」

は、当社の発行済普通株式総数から、当社が保

有する当社普通株式を除した数とする。 

＜算式＞ 

また、当社は、当社普通株式の分割・併合、

又は時価を下回る価額をもって当社普通株式に

転換される証券若しくは転換できる証券又は当

社普通株式の交付を請求できる新株予約権若し

くは新株予約権付社債を発行する場合等にも適

宜転換価額を調整する。 

(10)本新株予約権の行使期間 

平成16年12月３日から平成21年12月１日（日本

時間）。（但し、本新株予約権付社債の全部を期

限前に償還する場合には、当該償還日に先立つ１

銀行営業日（日本時間）前まで。） 

(11)本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできないものとす

る。 

(12)発行場所 

中華人民共和国香港特別行政区 

(13)資金の使途 

発行手取概算額 金19億5,000万円は、米国事業

推進のためのシステム開発、米国における市場開

拓のための企業提携（資本参加を含む）等の資金

に充当する予定であります。 

    
既発行
株式数 

＋

新発行・ 
処分株式数 

× 
１株当たりの
発行・処分価額 

調整後 
転換価額 

＝ 
調整前 
転換価額 

× 

時価

既発行株式数＋新発行・処分株式数
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前事業年度 
（自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日） 

当事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

５．           ― 

  

  

  

  

  

  

  

  

５．子会社の設立 

当社は、平成17年11月16日開催の取締役会におい

て、下記の会社を設立することを決定いたしました。 

(1) 設立する会社の概要 

① 商号    オックス情報開発株式会社 

② 設立年月日 平成17年11月21日 

③ 本店所在地 東京都中央区日本橋小網町13番７

号 

④ 資本金   30,000千円 

(2) 設立の目的 

 「平成18年２月１日をもって純粋持株会社体制へ

移行する方針」に基づき、システムの開発・維持業

務のより一層の充実と範囲の拡大を目指し、グルー

プ全体の業容拡大に寄与させること目的としており

ます。 
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